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積極的労働市場政策の政策評価は，実験的または準実験的手法を用いて世界各国で行われ
ている。本稿では，積極的労働市場政策の一種である公共職業訓練にフォーカスし，海外
の研究動向を紹介するとともに，日本における介入群・対照群をともなう準実験的な分析
フレームワークを用いた離職者訓練の効果推定の研究を概観したうえで，公共職業訓練の
効果推定を今後推進していくために必要なことを議論する。具体的には，回帰不連続デザ
イン（Regression Discontinuity Design）とマッチング推定法を適用した研究事例を取り
上げるが，後者を適用したサーベイデータの個票を用いた推定からは，離職者訓練は男女
の就業確率を統計的に有意に高め，かつ女性に関しては年収と正社員雇用確率にもプラス
の効果のあることも確認され，少なくとも短期的には男性よりも女性にとって離職者訓練
は有効であることが示されている。しかし，このような分析だけではなく，将来的には業
務統計の活用を進めたり，ランダム化比較試験の実現を考える必要があると考えられる。

日本における準実験的手法を用いた
公共職業訓練の効果推定に関する
レビュー
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Ⅰ　は じ め に

　失業した人に再就職に必要なスキルや知識を習
得するための機会を提供することで彼らの再就職
の実現を支援する施策は，現代福祉国家の特徴で
もある積極的労働市場政策の一つであり，日本だ
けでなく，多くの国で行われている。このような
政府による失業者への職業訓練プログラムの提供
は公共職業訓練と呼ばれる 1）。
　公共職業訓練は，失業者の再就職に役立つのだ

ろうか。この問いに答えることは重要である。な
ぜならば，公共職業訓練は国の財源で運営されて
いるが，財源には限りがあるため，公共職業訓練
が有用であれば提供し続けることに意味はある
が，もしそうでなければ他の施策に変更したほう
がよいからである。そのため，多くの国で長年に
わたって，この問いへの答えが模索されてきた。
　だが，公共職業訓練の効果を計測することは非
常に難しい。先ほどの問いをより厳密に言い換え
ると，「失業者が公共職業訓練を受けたら，もし
もその人自身

4 4

が受けなかった場合より再就職しや
すくなるのか」となる。つまり，効果を知るため
には，反実仮想（「もしも」のデータ）が必要なの
である（伊藤 2017）。しかしながら，そのような
データは存在しない。存在しないデータが必要で
あることが，効果計測を困難なものにする。
　反実仮想がないから訓練効果の推定をあきらめ
るということにはならないが，初めから正しく推
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定できないことが分かっている方法を使うこと，
たとえば訓練を受けなかった人と単純に比較をす
ることは望ましくない。日本では，公共職業安定
所（ハローワーク）で受講指示を受けた人が公共
職業訓練を受けるので，受講しない人とくらべて
職探しが相対的に難しい人が受講者には多い。こ
のような場合に，公共職業訓練の受講者と非受講
者の就職率を単純に比較したら，受講者の就職率
のほうが低くなるかもしれない。しかし，これは
公共職業訓練の効果そのものではなく，受講者と
非受講者の特性の違いも反映している可能性を否
定できない。このように，ある行動を取る人たち
と取らない人たちの間に特性に違いがあり，その
せいで両者の間の平均的なアウトカムの差に生じ
る偏りのことをセレクション・バイアスという
が 2），単純な受講者と非受講者の比較にはこのバ
イアスが発生するため真の効果が観察できないの
である。
　しかし，反実仮想を疑似的に作り出すことを可
能にする計量経済学的手法が発展し，世界各国
で，介入群・対照群をともなう実験的または準実
験的手法を用いた政策評価が行われている。しか
しながら，日本ではこのような研究が盛んとは言
い難い状況にある。たとえば，積極的労働市場政
策（ALMP）の全般的な効果に関するメタ分析を
行った Card, Kluve and Weber（2018）では，実
験的または準実験的手法の 200 を超える論文等が
分析対象となっているものの，欧米や南米諸国，
そして日本と同じ東アジアに属する韓国と中国な
ど 47 カ国の研究が含まれているが，日本の研究
は 1 つも取り上げられていない。つまり，日本で
は，ALMP の因果的効果に関する研究は，外国
の研究者が探せる範囲では発表されてこなかった
のである。また日本語の文献まで対象を広げて
も，公共職業訓練に関しては，筆者の知る範囲で
は，実験的手法で行われたことはないし，準実験
的な枠組みでの分析もつい最近まで行われてこな
かった。それは，日本で関心が低かったからでは
なく，データ制約があったことが原因である。
　データ制約があるなかで，黒澤昌子政策研究大
学院大学教授が行ってきた日本の公共職業訓練の
効果に関する一連の研究は，貴重な情報を提供し

てくれるとともに，当該分野の研究の重要性を訴
えるものであった（黒澤 2001b, 2003；黒澤・佛石 
2012）。たとえば黒澤（2003）は，訓練効果を明ら
かにするために，東京都立技術専門校の卒業生の
データを使って，訓練受講者の訓練前後の収入の
比較と，別のデータから補完した訓練を受講して
いない中途採用者の収入との比較の二つの分析を
行っている。
　本稿では，筆者がこれまでに関係した日本にお
ける介入群・対照群のある準実験的な分析フレー
ムワークを用いた公共職業訓練（離職者訓練）の
効果推定の研究を紹介する。まだ第一歩に過ぎな
いが，黒澤教授ら先人たちの取り組みが今につな
がっているように，近年の研究事例をとりまとめ
ることで，将来の本分野の発展に少しでも貢献で
きればと思う。
　本稿の構成は以下のとおりである。Ⅱでは海外
の研究動向を紹介する。Ⅲでは日本の離職者訓練
の制度を説明し，ⅣとⅤでその効果推定を行った
研究を概観する。最後にⅥで，公共職業訓練の効
果推定を促進するために何ができるのかを述べ
る。
　

Ⅱ 　諸外国における公共職業訓練の効果
推定

　 前 述 し た よ う に，Card, Kluve and Weber
（2018）は，実験的手法と準実験的手法を用いて
積極的労働市場政策（ALMP）の効果推定を行っ
た 207 本の論文等で報告されている 857 の推定結
果のメタ分析を行い，ALMP に全般的に効果が
あるといえるのかを検証した研究である。日本の
研究を紹介する前に，本節では，主にこの論文に
基づいて海外の研究の動向を紹介する。
　Card, Kluve and Weber（2018）で取り上げら
れた論文等は，漏れがないように工夫して収集さ
れており，査読を経て学術雑誌に公刊された論文
だけでなく，ワーキングペーパーや mimeo 等も
含まれている。論文等の収集作業は Card, Kluve 
and Weber（2010）で取り上げられた論文等に付
け足す形で 2014 年秋頃までに行われており，そ
れ以前に発表されたものに限定されることには注
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意が必要である。また，前述のとおり 47 カ国の
研究が含まれているが，日本の研究は含まれてお
らず，この時期の日本では当該分野の研究が停滞
していた様子がうかがえる。
　Card, Kluve and Weber（2018）の主なファイ
ンディングをまとめると，まず ALMP の効果推
定では，近年になるほどランダム化比較試験

（RCT）を用いた研究の割合が高くなっている。
理由は推測するしかないが，RCT の政策評価に
おける有用性への認識が研究者の間だけでなく，
実務家の間にも広まっていることが理由の 1 つと
思われる。また，実験的手法と準実験的手法を用
いた分析結果（平均効果）の間に有意な差はない
ことと，出版バイアスがないことも明らかにされ
ている。
　公共職業訓練の推定にフォーカスすると，就職
率に対して平均的にプラスの効果があることが示
されている。平均効果の大きさは，短期（訓練プ
ログラム終了後 1 年以内）が 2.0％ポイント，中期

（1-2 年以内）が 6.6％ポイント，長期（2 年以上）
が 6.7％ポイントと，訓練プログラムが終了して
から時間が経過したほうが効果が大きいことも示
されている。また，男女では，女性のほうが訓練
の効果が大きいことも報告されている。
　そして，公共職業訓練の効果推定に使われる
データには，大きく分けて，1）業務統計，2）実
験データも含む特定の訓練プログラムの効果測定
のために実施された調査データ（fresh data）， 
3）一般的な統計データ（サーベイデータ）の 3 つ
がある（Heckman, LaLonde and Smith 1999）。業
務統計や特定の訓練プログラム用のデータが使わ
れることが海外でも多く，一般的な統計データに
は公共訓練に関する情報が少ないため，用いられ
ることは少ない 3）。
　

Ⅲ　日本の離職者訓練 4）

　日本では，失業者が希望する仕事に就くために
必要なスキルや知識を習得することを支援する

「公的職業訓練制度」は「公共職業訓練」と「求
職者支援訓練」から成り，「ハロートレーニング」
という愛称をもつ 5）。「離職者訓練」は公共職業

訓練の 1 つである 6）。次節以降で離職者訓練の効
果推定の事例を取り上げるのに先駆けて，本節で
は離職者訓練を概観する。
　離職者訓練には，国（（独）高齢・障害・求職者
雇用支援機構）が所管するポリテクセンターと都
道府県が所管する職業能力開発校で行われる「施
設内訓練」7） と，都道府県からの委託を受けて民
間教育訓練実施機関等で行われる「委託訓練」が
ある 8）。施設内訓練ではものづくり分野の訓練や
地域の実情に応じた多様な訓練プログラムが，委
託訓練では事務系，介護系，情報系等の訓練プロ
グラムが主に提供されている。
　このように，施設内訓練と委託訓練には訓練実
施機関や提供される訓練プログラムの内容に違い
はあるが，受講資格は共通している。つまり，主
に雇用保険を受給している求職者で 9），「ハロー
ワークに求職申込みをした後に，離職者訓練を実
施する施設等が行う面接等の選考に合格したうえ
で，ハローワークにおいて受講あっせん」10） を受
けた人が，離職者訓練を受講できる。なお，受講
あっせんは，「ハローワークでの職業相談を通じ
て，①訓練を受講することが適職に就くために必
要であると認められ，かつ，②訓練を受けるため
に必要な能力等を有するとハローワークが判断し
た」11） 人に対して行われる。また，受講開始日か
ら遡って過去 1 年以内に離職者訓練を受講してい
ない者でなければ，新たに離職者訓練を受講でき
ないことになっている。
　訓練期間は概ね 3 カ月から 2 年であるが，ポリ
テクセンターの離職者訓練は標準 6 カ月となって
いる 12）。受講者が離職者訓練を受講するための
費用は，テキスト代等の実費を除いて，基本的に
無料である。訓練期間中は平日朝から夕方まで座
学形式の授業や実習が入っており，出席管理は厳
しく，欠席が多いと受講資格を失うこともある。
　次に，日本の公共職業訓練の規模を，費用と人
数の 2 つの観点から確認しよう。費用から公共職
業訓練をみると，2018 年度の受講者数の見積は
約 33 万人で，予算額は約 1258 億円であった 13）。
公共職業訓練の主たる財源は労働保険特別会計雇
用勘定であり，その 2018 年度の予算額は約 2 兆
5391 億円で 14），公共職業訓練に関する予算は 5％
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程度を占めていた。ちなみに，2018 年度の一般
会計の予算額は 97 兆 7128 億円である。
　人数に目を向けよう。図 1 は，離職者訓練の受
講者と，実施主体・実施機関別に訓練の種類の構
成比をまとめたグラフである。2008～2020 年度
の施設内訓練と委託訓練の受講者数を合計した人
数は，2009 年度の約 19 万 1 千人が最も多く，そ
れ以降は概ね減少しており，2020 年度は約 10 万

3 千人であった。2020 年平均の完全失業者数は
191 万人であるから 15），失業者に占める離職者訓
練受講者の割合は 5.4％に過ぎず，失業者で公共
職業訓練を受ける人は少数であることがわかる。
そして，離職者訓練のうち施設内訓練の受講者割
合はどの年度も 3 割程度となっており，委託訓練
の受講者割合のほうが高いこともわかる。
　最後に，訓練修了者の就職率を確認しよう。図 2

注：「国」は現・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構を，「県」は都道府県のことである。横軸は年度。
出所：厚生労働省「定例業務統計報告」調べ。

注：1） 訓練修了 3 カ月後の就職状況。就職率の算定にあたっては，1 カ月未満のコースは除かれてい
る。短期課程活用型デュアルシステム及び委託訓練活用型デュアルシステムは含まれる。
2010・2011 年度の委託訓練就職率はサンプル調査。

　　2） 「国」は現・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構を，「県」は都道府県のことである。横軸
は年度。

出所：厚生労働省『令和 2 年度　公共職業訓練等実績』

Panel A　計 Panel B　国・都道府県別

図 1　離職者訓練の受講者数と，実施主体・実施機関別，訓練の種類の構成比

図 2　施設内訓練・委託訓練別，就職率
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は，離職者訓練の受講者の就職率を施設内訓練・
委託訓練の別にまとめたグラフである。国と都道
府県の合計（Panel A）をみると，2009 年度以降，
施設内訓練は委託訓練よりも 10 ポイント程度高
いが，ともに高い就職率を実現していることに変
わりはなく，施設内訓練は 80％台，委託訓練は
70％台の年度が多くなっている。また，国と都道
府県の別（Panel B）にみると，施設内訓練・委
託訓練ともに国のほうが就職率が高いことがわか
る。以上から，離職者訓練は訓練修了者の高い就
職率を実現しているといえるが，これは訓練を受
講した人に限った値であって，離職者訓練受講の
因果効果を表すものではないことに注意が必要で
ある。

Ⅳ　回帰不連続デザイン適用の試み

　ここからは，筆者が関係した 2 つの公共職業訓
練の効果推定の研究を概観するが，本節では，回
帰不連続デザイン（RD デザイン）の適用を試み
た研究プロジェクトの内容をその報告書（高齢・
障害・求職者雇用支援機構 2012）に基づいて紹介
する 16）。「RD デザインは境界線付近で自然に作
られた RCT（伊藤 2017）」という理解ができる手
法で，境界線付近のみという限界はあるが，他の
準実験的手法とくらべて RCT により近い状況を
作り出せるという利点がある。
　研究会が考えた RD デザインのフレームワーク

は図 3 のとおりで，横軸は公共職業訓練施設の入
所選考の得点，縦軸は就職率などのアウトカム変
数である。公共職業訓練施設への入所は入所選考
の得点によって決まる。点 C を合格点，すなわ
ち合否を決める境界点とすると，点 C を通る線
が境界線となる。C 以上の得点だった人は合格で
あるから訓練受講者となり，それより下の得点
だった人は不合格であるから訓練非受講者とな
る 17）。つまり，点 C を境に訓練受講の状態が変
わるので，境界線上でアウトカム変数にτのよう
な非連続な違い，すなわちジャンプが観察されれ
ば，訓練に効果があったことになる。
　ただし，C" から C' のように境界線付近の人た
ちの比較だけに意味がある。同じような得点の人
達なので，同質性が高いと考えられるからであ
る。しかし，境界線付近の人たちが本当に同質性
が高いのか，割当変数の連続性の確認などが必要
になる。
　この分析フレームワークを実行するために，縦
軸のアウトカム変数はアンケート調査から，横軸
の入所選考の得点データは訓練施設から提供を受
けて入手した 18）。アンケート調査の実施におい
ては，訓練受講者とできるだけ同質な非受講者を
分析対象として確保するために，調査対象となっ
た訓練施設開催の訓練受講者募集説明会におい
て，調査協力依頼書を配布し，協力してもよいと
考える人には調査参加申込書に住所・氏名・年
齢・性別等を記入して，事務局に郵送してもら

出所：高齢・障害・求職者雇用支援機構（2012：図表 1-27）に筆者加筆。

図 3　公共職業訓練の効果推定のためのRDデザイン

割当変数（入所選考の得点）

アウトカム変数
（就職率など）

境界点（合格点）

訓練受講者＝介入群訓練非受講者＝対照群

0
C"CC'

訓練効果τ
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い，調査協力者名簿を作成した。そして，調査協
力者にアンケート調査に回答してもらい，アン
ケート調査の情報と入所選考の得点データを名簿
情報を使ってマッチさせて分析を試みた。
　前述したとおり，RD デザインでは割当変数の
連続性の仮定が必要である。この確認のために割
当変数の分布を描いたところ，紙幅の関係上ここ
には掲載していないが，境界線上で非連続な差が
あり，分布が連続していると仮定することが難し
いことが確認された 19）。
　入所選考の得点は，筆記試験または適性試験と
面接の得点を合計したものである。面接試験で
は，訓練や就職に対する意欲を重視しており，筆
記試験／適性試験の得点が低い人でも，意欲が高
ければ面接の得点が加算されるため，合格でき
る。逆に，合格しなかった人は意欲が低かった可
能性が高く，境界線の右と左にいる人達はたとえ
近傍であったとしても，同質性が高くなく，比較
可能な人たちではない可能性を否定できないと思
われる結果であった。
　報告書には暫定的な推定結果は報告されている
が，このように割当変数の連続性が確認できない
状況で推定を続けることは難しいと思われ，それ
以上の分析は行われていない。あくまでも筆者の
私見であるが，日本の離職者訓練の制度や運用を
考えると，このセッティングでの RD デザインの
適用は難しいと思われる。

Ⅴ　マッチング推定法を適用した研究

１　分析フレームワーク

　続いて本節では，マッチング推定法を適用した
日本の研究（Hara 2022）の分析フレームワーク
と分析結果を紹介する。Hara（2022）は，離職者
訓練の効果推定に関して，学術雑誌に掲載された
日本で初めての準実験的手法を用いた論文で，総
務省統計局『就業構造基本調査』（『就調』）の個
票データを使い，傾向スコアマッチング法を適用
している。分析の構造は，調査時点から遡って 1
年以内に受けた離職者訓練の調査時点のアウトカ
ムに対する効果を因果的に識別するという構造に

なっている。なお，『就調』の調査時点は調査年
の 10 月 1 日である。
　『就調』は，「国民の就業及び不就業の状態を調
査し，全国及び地域別の就業構造に関する基礎資
料を得る」20） ために 5 年に 1 度実施される基幹統
計調査である。クロスセクションデータで，パネ
ル構造にはなっていない。1956 年に調査自体は
開始されたが，職業訓練に関する項目は 2007 年
から調査されるようになったため，Hara（2022）
では 2007, 2012, 2017 年の 3 カ年のデータをプー
ルして分析を行っている。
　政策効果の推定において，ランダム化比較試験

（RCT）がゴールド・スタンダードである。しか
し，日本の訓練効果推定で RCT は行われたこと
はなく，また業務統計の個票データへのアクセス
が一般の研究者には難しい現状では 21），サーベ
イデータの利用が唯一可能な選択肢となる。数多
くのサーベイデータがあるなかで，離職者訓練の
効果推定に『就調』を用いることには 3 つの利点
がある。
　第 1 に，『就調』は世帯調査で，15 歳以上の世
帯員全員が回答を求められているので，調査年ご
とに約 100 万人のサンプルサイズがあるが，大規
模調査であることから捕捉の難しい離職者訓練の
受講者を一定数確保することができる。実は，
サーベイデータで離職者訓練の受講者情報を捕捉
するのは，必ずしも容易ではない。なぜならば，
日本の労働力人口と比べて離職者訓練受講者は非
常に少ないため 22），通常のサンプリングサーベ
イで離職者訓練受講者サンプルを十分に確保する
ためには，かなりの大規模データが必要となるか
らである。詳細は後述するが，『就調』は 3 カ年
分をプールすることでサンプルサイズは約 300 万
となるが，それでも離職者訓練受講者と想定され
るのは約 600 に過ぎない。『就調』以外にも，大
学や官民の研究機関が多数のサンプリング調査を
実施しており，なかには公共職業訓練の受講につ
いて尋ねているものもあるが，サンプルサイズは
100 万には遠く及ばず，このようなデータで離職
者訓練受講者を一定数確保することは非常に難し
いと言わざるを得ない。
　第 2 に，『就調』は前職の雇用形態，勤続年数，
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産業，職業など詳細な前職情報を調査しているこ
とも利点である。このため，Heckman, LaLonde 
and Smith（1999）等で訓練前の職務経験の違い
を十分にコントロールすることが，公共訓練の効
果推定では重要であることが指摘されているが，
それが可能となる。第 3 に，離職の理由について
も詳細に聞いていることが挙げられる。転職意欲
を維持している人を分析サンプルとすることが適
切であるが，詳細な離職理由からそうではないと
想定される人を識別し除外することで，より適切
な分析サンプルを構築することが可能となる。

２　分析サンプルと訓練変数　

　次に，Hara（2022）の訓練変数と分析サンプル
の構築手続きを説明する。『就調』では残念なが
ら，離職者訓練の受講を直接尋ねる設問は用意さ
れていない。そのため，以下のように分析サンプ
ルを構築することで，離職者訓練の受講者と想定
される者と，比較可能なコントロールグループの
抽出を行っている。
　2007, 2012, 2017 年の 3 カ年分の『就調』の個
票データをプールすると 291 万 5733 人分の情報
が得られるが，そのなかからまず，職業キャリア
が一定程度あり，かつ引退までに一定の期間があ
る人に分析サンプルを限定するために，調査時点
で 25～49 歳の学卒者を抽出する。次に，離職者
訓練の受講資格である雇用保険給付要件を満たし
ていると考えられる者に限定するために，前職が
あり，かつ前職が雇用者である者を抽出する。そ
して，調査時点から遡って 1 年以内に受けた離職
者訓練が調査時点のアウトカム指標に与える影響
を調べるという構造であるため，調査前年の 10
月以前に前職を辞め，その時点で働いていない人
を抽出する。さらに転職の意欲を維持している人
に限定するため，定年退職や高齢・病気，結婚・
育児・介護などの家庭の事情で仕事を辞めた人と
調査時点から遡って 2 年以上前に前職を離職した
人を除外する。つまり，定年・高齢，病気，家庭
の事情以外で前職を離職し，調査 1 年前の 10 月
に最大で 1 年間転職活動を行っていた人を分析サ
ンプルとしており，当初のデータから男性 2855
人，女性 4957 人にまでサンプルサイズは減少す

る。
　訓練変数は，調査日前の 1 年間に勤務先が実施
したもの以外の仕事に役立つ訓練を受講し，その
訓練が公的助成を受けたものであれば 1，そうで
ない場合に 0 となるように設定した。つまり，離
職者訓練の受講資格のある離職者のうち転職活動
をしていると思われる人で，公的助成のある仕事
に役立つ訓練を自発的に受講した人を，離職者訓
練の受講者とみなすのである。ただし，『就調』
では訓練受講の有無しか尋ねていないため，訓練
プログラムを修了したかは分からない。
　公表データによれば，2007, 2012, 2017 年度の
失業者に占める離職者訓練受講者の割合は，平均
5.7％であるのに対し，本分析サンプルでの割合
は 7.5％であった 22）。公表データは全年齢を対象
にしており，本分析サンプルは 25～49 歳に絞ら
れているため単純な比較はできないが，若い層の
ほうが受講確率は高くなると考えられるため，分
析サンプルは受講者をかなり適切に捕捉できてい
ると考えられる。ただし，離職者訓練の受講者数
は非常に少なく，3 年分プールされた大規模デー
タであっても男性 226 人，女性 361 人となる。
　アウトカム変数は，1）就業確率，仕事を得た
場合の 2）年収（自然対数）と 3）正社員雇用確
率の 3 つである。なお，『就調』では転職後 1 年
未満の場合は，直近の状況に基づいて年収を推定
するよう回答者に求めているため，年収は実際の
収入ではなく，予想される収入を示している可能
性がある。
　後掲の表 1 には，訓練受講者と非受講者のアウ
トカム変数の平均も報告されているが，受講者の
平均就業率は男性 73.0％，女性 72.6％であり，Ⅲ
で示した厚生労働省の発表値と大きくは変わらな
い。一方，非受講者の平均就業率は男性 56.8％，
女性 48.3％であることから，単純に比較しても男
性の受講者と非受講者の間には 16.2 ポイントの
差が，女性は 24.3 ポイントの差がある。

３　結　果

　表 1 は，上述した分析サンプルをコモン・サ
ポート条件を満たすサンプルに限定したうえで，
傾向スコアマッチング法を適用して離職者訓練の
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効果を推定した結果を報告している。傾向スコア
を推定する一段階目ではロジット推計を，二段階
目では局所線形マッチング法（local linear matching）
が用いられている 24）。推定にあたって，個人属
性，職歴，調査時点の 1 年前（訓練受講前）に住
んでいた都道府県の失業率をコントロールしてい
る。なお，複数のマッチング法を用いて頑健性
チェックも行われているが，以下で紹介する主な
結果は頑健であることが示されている。
　まず，就業確率の結果を見ると，男性の場合，
離職者訓練の効果は統計的に有意にプラスであ
り，訓練後 1 年以内に仕事に就く確率は 15.4 ポ
イント上昇することが分かる（列（1））。また，
ベースラインの就業確率が 56.8％なので，離職者
訓練は男性の就業確率を 72.2％まで上昇させるこ
とになる。一方，女性の結果も統計的に有意にプ
ラスであるが，女性の推定値は男性のそれよりも
大 き く（17.4 ポ イ ン ト ）， 就 職 率 を 48.3 ％ か ら
65.7％に上昇させることが分かる（列（4））。この
ように，離職者訓練の受講は短期的には女性の就
職により有効であると考えられる。
　次に，年収の結果を見ると，男性の収入には統
計的に有意な効果は見られないが，女性には有意
に正の効果が確認された（列（2）と（5））。理論

的には，訓練を受けてスキルや知識が高まれば，
高い年収を得られるようになる。男性にこの効果
が見られない理由として，訓練修了から短い間に
は，留保賃金が低い男性だけが働き，留保賃金が
高い男性は転職活動を続けている可能性が考えら
れる。その他の解釈として，女性は離職者訓練で
身につけた新しいスキルを活かせる仕事に男性よ
り早く就くことができた，あるいは労働需要の高
い分野に関連する訓練を受けたという解釈もでき
る。
　そして，離職者訓練の正規雇用確率への効果を
見ると，男性には有意な効果はないが，女性には
有意に正の効果が確認できる（列（3）と（6））。
正規雇用者は非正規雇用者よりも高い年収を期待
できることや非正規雇用者は女性に多いことか
ら，先ほどの離職者訓練後の女性の年収上昇が観
察されたのかもしれない。また，『就調』からは
長期的な成果指標は得られないが，離職者訓練
後，女性が安定した雇用と定期的な昇給のある正
規労働者となる確率が有意に高いという結果は，
離職者訓練が女性の労働条件に対して長期的なプ
ラスの効果をもたらす可能性を示唆している。
　最後に，このフレームワークで公共職業訓練の
効果推定を行うことの限界をまとめる。『就調』

表 1　離職者訓練の就業率，所得，正社員雇用確率への効果（PSM推計）

就業率 年収（自然対数） 正社員雇用確率
パネルA：男性 （1） （2） （3）

訓練受講 0.154*** －0.033 0.032
（0.034） （0.051） （0.043）

受講者の平均 0.730 5.265 0.573
非受講者の平均 0.568 5.322 0.554
N 2,854 1,617 1,617
パネルB：女性 （4） （5） （6）

訓練受講 0.174*** 0.185*** 0.107***
（0.025） （0.034） （0.032）

受講者の平均 0.726 5.028 0.382
非受講者の平均 0.483 4.775 0.232
N 4,957 2,468 2,468
注：1） 1 段階目はロジット推計，2 段階目は local linear matching を用いた結果で，*** は統計的に 1％

有意を示す。括弧内の数値は，Bootstrapped standard errors（repetitions＝100）である。
　　2） すべての推定で，個人属性と就業履歴をコントロールしている。個人属性は，年齢，結婚の有

無，子どもの有無，最終学歴を含む。就業履歴は，前職の雇用形態，産業，職種と，前職を辞
めてからの離職期間，前職での勤続年数，1 年前の都道府県失業率を含む。また，すべての推定
で調査年をコントロールしている。なお，コモンサポート条件を満たしている分析サンプルの
みを推定に用いている。そのため，（1）の N は 2854 となっている。

　　3） 受講者と非受講者の平均は，サンプルを受講者・非受講者それぞれに限定して計算した値であ
る。

出所：Hara（2022）。
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の個票データを利用した分析は，実行可能性とい
う観点からは一般の研究者にとって最良と考えら
れるが，離職者訓練に関する情報の捕捉に数量的
にも質的にも限界がある。まず，上述したとお
り，『就調』は 3 年分で 300 万に近いサンプルサ
イズの非常に大規模なデータであるが，それでも
分析サンプルに関しては約 8000 しか確保するこ
とができず，うち離職者訓練の受講者は約 600 へ
と大きく減少してしまう。また，『就調』では離
職者訓練の受講を直接尋ねておらず，公的助成の
有無に関する回答を使って間接的にしか受講の有
無を把握できないため，変数にエラーが発生して
いる可能性は否定できない 25）。
　

Ⅵ　む す び 26）

　
　本稿では，公共職業訓練の効果推定の日本にお
ける先行事例として，筆者が関係した回帰不連続
デザインとマッチング推定法を用いた 2 つの研究
を紹介した。マッチング推定法を適用した Hara

（2022）では，男女ともに離職者訓練を受講する
と就業率は上がるが，女性に関しては年収と正社
員雇用確率も上がるという結果が得られており，
これは，離職者訓練にはプラスの効果があり，少
なくとも短期的には，男性よりも女性にとって離
職者訓練は有効であることを示唆する結果であ
る。しかし，この研究は，準実験的手法を適用し
た公共職業訓練の効果推定の日本における最初の
一歩ではあるが，前述したとおりの限界がある。
よって，EBPM（証拠に基づく政策立案）を推進
し，公共職業訓練の在り方が科学的に議論される
ようになるためにも，さらなる研究の発展が望ま
れる。そこで本節では，公共職業訓練の効果検証
を推進するために何が必要かを議論したい。
　バイアスのない訓練効果を推定するためには，
準実験的手法ではなく，求職者をランダムに訓練
受講と非受講に割り当てるランダム化比較試験

（RCT）を行うことの必要性は否定できないが，
後述するとおり乗り越えなければならない困難な
課題が多数あるため，早急な実現は難しいであろ
う。よって，当面は，準実験的手法で可能な限り
バイアスのない推定を試みていく必要がある。そ

のためには，業務統計の利用の促進が不可欠であ
る。雇用保険業務統計の個票が活用できれば，雇
用保険受給者の全情報が使えるため大きなサンプ
ルサイズを確保できるうえ，公共職業訓練の受講
に関してもより正確な情報が入手できる。また，
Hara（2022）では訓練修了後短期の効果しか計測
できなかったが，データを蓄積することでより長
期の効果を計測できるように工夫することもでき
るかもしれない。最近，厚生労働省内で業務統計
を用いて傾向スコアマッチング法を適用した離職
者訓練の効果推定が行われ，プラスの効果がある
ことが報告されている 27）。厚生労働省によって
このような試みが行われたこと自体が画期的なこ
とではあるが，研究の発展のためだけでなく，
EBPM の信頼性を高めるためにも，厚生労働省
内での検証にとどまらず，外部研究者への積極的
なデータ公開を進めるべきである。
　また，離職者訓練の種類や訓練期間によって効
果が異なる可能性があるため，提供されているさ
まざまな離職者訓練のコースやプログラム期間の
長さ別の効果に関しても，より詳細な分析が必要
である 28）。このような分析ができれば，効果の
あるコースやないコース，適切な訓練期間が明ら
かになると考えられる。さらに，性別，年齢，学
歴等の個人属性によって効果的な訓練プログラム
は異なるかもしれず，そうしたことも明らかにな
れば今後の政策立案にも有効であろう。
　しかし，将来的には，ゴールド・スタンダード
である RCT を用いた検証が必要と考えられる。
外的妥当性の範囲は限定的であるが，RCT の結
果は準実験的手法の結果よりも疑義が少ない科学
的な形で結果を解釈することができるからであ
る。
　だが，RCT 実施のために乗り越えなければな
らないことが数多くある。まず挙げられるのは，
失業しており，再就職のために公共職業訓練の受
講を必要とし希望している人を，ランダムに受
講・非受講に割り振ることの倫理的な問題であ
る 29）。さらに，RCT の実施には多大な労力と費
用に加えて，厚生労働省，高齢・障害・求職者雇
用支援機構，各公共職業訓練施設といった関係機
関の協力が不可欠である。また，長期に及ぶプロ
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ジェクトとなることが予想されるため，参加する
研究者や現場の職員の方たちの意欲を維持してい
くための仕掛けをどうするか等，すべてのプロ
ジェクト参加者のインセンティブを考えた研究プ
ロジェクトのフレームワークが必要となる。乗り
越えなければならないハードルは決して低くはな
いが，もう一歩前に進むためにも，RCT の実現
を考える価値はあるだろう。

17）ここでは，Non-complier は考えていない。
18）アンケート調査の詳細は高齢・障害・求職者雇用支援機構
（2012）を参照されたい。

19）高齢・障害・求職者雇用支援機構（2012：図表 3-23）を参
照されたい。

20）総務省統計局 HP より抜粋。https://www.stat.go.jp/data/
shugyou/2017/gaiyou.html（最終参照日：2022 年 8 月 8 日）

21）筆者が知っている範囲では，職業安定業務統計と雇用保険業
務統計をマッチさせて分析を行った研究プロジェクトはある

（労働政策研究・研修機構 2008）。
22）たとえば，2012 年度の離職者訓練受講者は 15 万 1552 人で，

労働力人口に占める割合は約 0.27％である。
23）詳細は Hara（2022）を参照のこと。
24）カーネルマッチング法を一般化したもので，Fan（1992, 

1993）が指摘するように，より標準的なカーネル推定法より
もいくつかの利点がある。Smith and Todd（2005）も，境界
点付近での収束速度の速さと頑健性の高さを利点として挙げて
いる。

25）また，係数の大きさが Card, Kluve and Weber（2018）よ
りかなり大きいことにも留意が必要である。

26）ここでの議論は，原（2021）を拡張させたものである。
27）厚生労働省（2022）。
28）Gerfin and Lechner（2002），Jacobson, LaLonde and 

Sullivan（2005a, 2005b）を参照のこと。
29）受講・非受講をランダムに割り当てるのではなく，受講プロ

グラムや期間のランダムな割り当てを行うことで，より効果の
あるプログラムや訓練期間を識別するという方法のほうが実現
可能性は高いだろう（McConnell et al. 2016; Fortson et al. 
2017）。
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